
８．法学部「教育課程編成・実施の方針」

　法学部は、法学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を達成するため、次の方針によ
り、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。
　１．‌‌学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体育科目を置き、１～

２年次を中心に授業科目を配置する。
　２．‌‌学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「人間的基礎」を置く。

その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選
択必修とする。

　３．‌‌学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「知的基礎」を置く。また、
学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目のうち英語を４単位必修とする。

　４．‌‌学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「課題探究」を置き、
その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。

　５．‌‌教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向けた初年次教育、基礎教育、
能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専
門教育との接続により学修成果５の基礎とする。

　６．‌‌学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目において達成目標の
一部となる。さらに、法学部における学修成果の総合的な活用を主たる目的として、専門教育科目の中に演習
形式の授業科目を置き、各学年に配置する。

　７．‌‌学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置く。また、初年次の
専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。

　８．‌‌学修成果５（１）～（６）を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置き、少人数制の演習を通じ
て、法学に関する様々な課題に取り組むことで技能を磨く。また、これらに関する全般的な基礎教育を主たる
目的として、初年次の専門教育科目には導入科目を置き、少人数制の演習を通じて、各自が法学の課題に対す
る発表を行い、課題解決能力やプレゼンテーション能力を伸長する。

　９．‌‌専門教育科目については、主として卒業後の進路に応じた複数の履修コースを設け、それぞれの履修方法を適
切に定めるとともに、その選択に向けたキャリア形成支援教育を初年次に行う。

　10．‌‌４年次の専門教育科目の中に、学修成果を総合的に確認するための授業科目を置き、必修とする。
　11．‌‌卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目のコース別履修を中心としながらも、法学部の学位授与の方針に

定めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。
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